
１．　重要な会計方針

  (１） 「公益法人会計基準」（平成20年4月11日　平成21年10月16日改正　内閣府公益認定等委員会）

   　　を採用している。

 （２） 有価証券の評価基準及び評価方法について

　　　　① その他有価証券

　　　　　　a．時価のあるもの：期末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により

　　　　　　　 算定）によっている。

　　　　　　ｂ．時価のないもの：移動平均法による原価法によっている。

 （３） 固定資産の減価償却方法について

　　　 建物・構築物・機械装置・器具備品・車輌運搬具（リース資産を除く）については定額法を用い、

　　　いずれも直接償却 による。

        リース資産

       所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

       リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法によっている。

 （４） 引当金の計上基準について

　　　 退職給付引当金は従業員の退職給付に備えるため、当期末における要支給額から確定給

        付型の企業年金より支給される一時金を控除した金額に基づき計上している。

 （５） 消費税等の会計処理について

　　　 消費税等の会計処理は税込方式によっている。

２．　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

　　　　（単位：円）

土 地 991,775,758 0 0 991,775,758

建 物 2,913,820,748 5,905,498 158,392,010 2,761,334,236

構 築 物 204,003,419 319,000 9,413,286 194,909,133

小 計 4,109,599,925 6,224,498 167,805,296 3,948,019,127

 設備維持拡充対策積立資産 221,920,000 24,423,032 36,400,000 209,943,032

   公益目的・法人会計用金融資産 30,274,602,494 6,776,440,581 7,227,062,618 29,823,980,457

退職給付引当資産 1,153,080,161 692,462,369 653,080,161 1,192,462,369

小 計 31,649,602,655 7,493,325,982 7,916,542,779 31,226,385,858

35,759,202,580 7,499,550,480 8,084,348,075 35,174,404,985

基 本 財 産

特 定 資 産

合 計

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高科　　　　　　　　目
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３.　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

　　　　（単位：円）

 （ うち指定正味財産  ( うち一般正味財産  （ うち負債に対応

    からの充当額 ） 　 からの充当額 ）    する額 ）

 基　　　本　　　財　　　産

　　　　土　　　　　　　　　地 991,775,758 0 (991,775,758) 0

　　　　建　　　　　　　　　物 2,761,334,236 0 (2,761,334,236) 0

　　　　構　　 　築　　　　物 194,909,133 0 (194,909,133) 0

小　　　　　　　　　計 3,948,019,127 0 (3,948,019,127) 0

 特　　　定　　　資　　　産

   設備維持拡充対策積立資産 209,943,032 0 (209,943,032) 0

   公益目的・法人会計用金融資産 29,823,980,457 (5,000,000) (29,818,980,457) 0

　退職給付引当資産 1,192,462,369 0 0 (1,192,462,369)

小　　　　　　　　　計 31,226,385,858 (5,000,000) (30,028,923,489) (1,192,462,369)

合　　　　　　　　　　　　　計 35,174,404,985 (5,000,000) (33,976,942,616) (1,192,462,369)

４.　担保に供している資産

公益目的・法人会計用金融資産のうち698,634,000円（帳簿価額）は、長期借入金（一年以内返済予定借入金含

む）560,000,000円の担保に供している。

５．　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

　　　　（単位：円）

科　　　　　 目 取  得  価  額 減価償却累計額 当 期 末 残 高

  建　　　　　　　物 5,808,686,720 2,311,509,700 3,497,177,020

  構　　　築　　　物 498,072,161 264,749,370 233,322,791

  機　 械　 装　 置 1,711,169,862 1,439,475,753 271,694,109

  車  輌  運  搬  具 2,758,895 2,758,894 1

  器　 具　 備　 品 1,656,289,227 1,441,238,952 215,050,275

  ソ フ ト ウ エ ア 23,970,027 16,945,719 7,024,308

合            計 9,700,946,892 5,476,678,388 4,224,268,504

科　　　　　目 当期末残高

9 



６.　金融商品の状況に関する注記

　　（１）金融商品に関する取組方針

　　　　本法人は、法人運営の財源を運用益によって賄うため、債券、株式、デリバティブ取引を組み込んだ複合金

　　　　融商品により資産運用している。本法人が利用するデリバティブ取引は、デリバティブを組み込んだ複合金融

　　　　商品のみであり、一定の金額を限度としている。

　　　　なお、投機目的のデリバティブ取引は行わない方針である。

　　（２）金融商品の内容及びリスク

　　　　投資有価証券は、債券、株式、デリバティブ取引を組み込んだ債券であり、発行体の信用リスク、市場リスク

　　　　（金利の変動リスク、為替の変動リスク及び市場価格の変動リスク）にさらされている。

　　（３）金融商品のリスクに係る管理体制

　　　　①資産運用規程に基づく取引

　　　　　金融商品の取引は、本法人の資産運用規程に基づき行う。

　　　　②信用リスクの管理

　　　　　債券及び仕組債については、発行体の信用情報や時価の状況を定期的に把握し、部長会に報告している。

　　　　③市場リスクの管理

　　　　　株式については時価を定期的に把握し、部長会に報告している。
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附属明細書

1.基本財産及び特定資産の明細

基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表に対する注記３に記載しているため省略する。

２．引当金の明細 （単位：円）

目的使用 その他

　退職給付引当金 1,126,215,375 5,281,624 35,900,780 0 1,095,596,219

科　　　目 期首残高 当期増加額 期末残高
当 期 減 少 額
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